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いわゆる健康食品の機能性表示に係る制度改革について
　医療や健康づくりに対する国民の関心は高まる一方です。そのような中、我が国の健康食品の市場規模は約１兆7000億円にものぼると推計されます。
　しかし、保健機能食品（特定保健用食品、栄養機能性食品）以外の、健康食品の機能性表示は、現行制度上認められておりません。そのため、消費者が適切な製品を選択、摂取するための情報が十分に提供されておらず、また、機能性表示を厳しく制限することによる健康被害すら懸念されています。したがって、適切な評価により安全性を担保した上で、消費者が理解しやすい健康機能を表示できる制度の創設が必要です。
　こうした制度が確立できると、消費者は一定の効能を確認しながら健康食品等を安全に活用できます。ひいては、健康食品産業の育成・振興にもつながります。また、海外では、米国など多くの国において、健康食品の機能性表示を可能にする制度を整備し、健康食品を予防医学的に積極的に活用しています。日本でも機能性表示が可能となれば、輸出促進にもつながります。
　大阪には、多くの製薬企業や食品関連企業、研究機関が集積し、医療関連分野で、厚みのある産業資源を有しています。また、本年4月には、大阪府市医療戦略会議を設置し、医療・健康サービス関連分野を成長分野と捉えた関連産業の振興方策の検討を行っているところです。
　政府におかれても、規制改革会議において、いわゆる健康食品の機能性表示の仕組みの検討が進められていると側聞します。ついては、今後、いわゆる健康食品について適切な評価に基づき機能性表示を可能とする仕組みの早期整備に向けて、下記の諸施策を講じられるよう要望いたします。
記
１．国の制度として、第三者機関によって「いわゆる健康食品」を適切に評価し機能性表示を認証する仕組みを早急に構築すること。
２．制度構築にあたっては、科学的なガイドラインに基づき、成分の機能性の認定や製品の機能性の認定、製造管理体制や原材料の安全性の確認など品質と安全性の担保に配慮した仕組みとすること。
３．認証を行う第三者機関の設置に関しては、国が一定の支援を行うこと。また、既存資源や立地条件を活かして西日本の中核的役割を担い得る大阪・関西での設置を実現すること。
４．上記２．のガイドライン策定にあたって、認証の対象となる健康食品に含まれる成分・素材の選定、安全性・品質の担保の仕組み作りなどを行うための国のモデル事業を、成長分野である医療・健康サービス分野で多くの企業、研究機関が集積する大阪・関西で実施すること。
以上
